社会関連会計・環境会計とアカウンタビリティ　一一グレイらの新著『会計とアカウンタビリティ』の所説によせて[ 1] 一一 by 山上 達人







る“Accounting & Accountability-Changes and challenges in corporate social and 
environmental reporting" (1996) が刊行された。この書はグレイ・オーエン・マウンダース
らの前著“Coゅorate Social R，ψM伽g: accounting and 町counゆiliげ'(196fj を引き継
いだ全面的な改訂新版であり，グレイらのその後の著書“The Greening of Accountancyｭ
The Profession after Pearce" (1990) や，“Accountingfor the Environment (The Greening 
of Accountancy, part 11" (1993) などをうけてまとめられたものである。
周知のように，グレイらはイギリスさらには世界における社会関連会計とくに環境会計の代
表的論者であり，数多くの著作を発表し，また実践面においても「イギリス公認会計士協会」





(1) R. Gray, D. Owen, C. Adams, Accounting & Accountability-Changes and challenges in 
corρorate social and environmental reρ'Orting， 1996, Prentice Hall 
( 2) R. Gray, D. Owen, K. Maunders, Corρorate Social Reρorting: accounting and accountability, 
1987. なお，水野・向山・園部・富増訳(山上監訳) [r企業の社会報告一会計とアカウンタピリティ』
白桃書房， 1992参照。
(3) R. Gray, The Greening 01 Accountancy-The Prolession alter Pearce , 1990 (菊谷他訳
『グリーン・アカウンティング』白桃書房， 1996); R. Gray et a l., Accounting lor the Environｭ
ment (The Greening 01 Accountancy， ρart， Il), 1993 
(4) 本書の構成はつぎのようである。第 1 章「社会会計とシステム思考一会計の失敗と自由経済民主主
義j， 第 2章「社会会計とアカウンタピリティ j， 第 3章「企業社会報告・社会的責任と会計j，第 4
章「社会環境会計報告の発展j，第 5 章「企業社会報告の実務一国際的見地j，第 6 章「企業社会報告


















は「よいこと (good)J も「わるいこと (bad)J も同じコインの両面であり，すべての個人・

























































































































































で喝の企業社会報告の潜在的な役割は表 ll-2 に示される (p.35) 。
このように，企業社会報告は社会の民主主義を向上させるために，アカウンタピリティを通
じてそれを達成させるのである (p.36)。なお，民主主義には， I代表的民主主義」と「国家























































































































(7) グレイらは，表 11-4 において， Iブルジョア政治経済理論」のなかに， I組織の正統性理論」と
「利害関係者理論(アカウンタピリティ )J ・「利害関係者理論(組織中心的)J を属せしめているが，
























(アカウンタピリティ)を構成するのは， I利害関係者見地」であるが (p.66) ， このような
見地から，グレイは，組織活動と環境の関係について，第 l レベルから第 3 レベルまでの影響












































会計が企業世界について防ぐことができなかった財務的不正から生じている (p.292) 。 例えば，
インドのボノミール，エクソンのパルディーズ事件などである。そして，これらは完全でない記
C 8) I基準遵守報告書」については， R. Gray et al., Corρorate Social Reρorting: accounting and 





























とし、う社会的なものと， I環境効率性」とし、う環境的なものの両者からなっている (p.294) 。
われわれは，限りある地球資源の利用に注意をはらわねばならないが，またそれは未来世代の
幸福(世代聞の平等)のみならず，現在の富の分配(世代内の平等)にも留意しなければなら
(9) WCED (UNEP) , Our Common Future , 1987, p.54; 環境と開発に関する世界委員会(国連〉訳
『地球の未来を守るためにjJ (大来佐武郎監訳)福武書店， 1987, 66ページ参照。なお，サステーナ
ビリティについては， D. Pearce et al., Blueρrint for Green Economy , Earthcan Publications, 
1989, pp.32-4 (和田憲昌訳『新しい環境経済学一持続可能な発展の理論』ダイヤモンド社， 1994, 
36-9ページ)，および Cf. D. Pearce et a l., Blueprint 3 (Measu:ring Sustainable Develoρment) , 













































































































(11) 本稿では，主として本書の理論的部分 01 ・ 2 ・ 3 ・ 10) を紹介したが，事倒的部分 04 ・ 5
• 6 ・ 7) については次稿で取り上げる予定である。なお， I社会的投資J 08) や「社会監査の
動向J n 9) については，現在，本書の翻訳が進められているので，それを参照されたい。
(12) なお，環境会計の詳細については，拙著『環境会計の構築一社会関連会計の新しい展開』白桃書房，
1996，環境会計とアカウンタビリティについては，拙稿「環境会計とアカウンタビリティーアカウン
タピリティ概念の社会的拡充をめぐ、って」企業会計， 48-9 (1996) 参照。
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